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① 法（「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進に関する法律」）で定められた者
・低額所得者 ・被災者（発災後3年以内） ・高齢者
・身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者、その他の障がい者
・子ども（高校生相当以下）を養育している者（妊婦がいる世帯も含む）

② 規則（「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進に関する法律施行規則」）で
定められた者

・外国人 ・中国残留邦人 ・児童虐待を受けた者 ・ハンセン病療養所入所者
・ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）被害者 ・北朝鮮拉致被害者等 ・犯罪被害者等
・生活困窮者 ・更生保護対象者 ・東日本大震災による被災者 ・供給促進計画で定める者

③基本方針（「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する基本的な方針」）に
示されている者

・海外からの引揚者 ・新婚世帯 ・原子爆弾被爆者 ・戦傷病者 ・児童養護施設退所者
・LGBTをはじめとする性的マイノリティ ・UIJターンによる転入者
・住宅確保要配慮者に対して必要な生活支援等を行う者

＜住宅確保要配慮者＞大阪府賃貸住宅供給促進計画（H29策定）

第１回部会：高齢者及び障がい者向け住宅の確保について（①高齢者・障がい者）
第２回部会：住宅確保要配慮者の居住の安定確保、居住支援の体制の整備について

（②地域福祉・子育て・LGBT等）
第３回部会：入居拒否への対応について（③外国人・人権・その他）

＜大阪府住宅まちづくり審議会居住安定確保計画推進部会での審議内容＞
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○大阪府の外国人材の受入れ・共生社会づくりに向けた取組みの方向性

1
出典：2019年度外国人材の受入・共生社会づくりに向けた取組みの方向性（外国人材受入・環境整備検討PT）

論点１：外国人の入居支援について



出典：2019年度外国人材の受入・共生社会づくりに向けた取組みの方向性（外国人材受入・環境整備検討PT）
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○住居形態は、「賃貸住宅」が50.8％と約半数を占め、次いで「持ち家」が30.0％、「会社や学校が用意した
マンションやアパート」が8.6％であった。

○住居形態について

出典：令和元年度大阪市外国人住民アンケート調査報告書 3



○在留資格別にみると、特別永住者と身分で「持ち家」は高く、留学で「賃貸住宅」は高い。
○就労と特定活動では「会社や学校が用意したマンションやアパート」が２割を超えており、他層に比べて高くなっている。

○住居形態について（在留資格別）

出典：令和元年度大阪市外国人住民アンケート調査報告書

※「身分」＝永住者、定住者、日本人の配偶者等、
永住者の配偶者等

「特定活動」=ＥＰＡに基づく外国人看護師・
介護福祉士候補者、
外国人建設就労者、外国人造船就労者等
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○過去５年間で家を探した経験が「ある」と回答した割合は39.1％、「ない」は52.6％であった。

○住居探しの経験について（過去5年間）

出典：令和元年度大阪市外国人住民アンケート調査報告書 ５



○住居を探した方法は、「外国語が話せる業者以外の日本の不動産業者で探した」が56.7％、次いで「家族や
知り合いや友達が探してくれた」が25.3％、「外国語が話せる日本の不動産業者で探した」が22.4％であった。

○住居探しの方法について（過去５年間に住居探しの経験があると答えた方のみが対象）

出典：令和元年度大阪市外国人住民アンケート調査報告書 6



○住居探して困難であったことは、「家賃が高く、住みたい家に住むことができなった」が54.7％、「日本人の保証人が
いないので入居を断られた」「公営住宅に申し込む方法がわからなかった」でともに40.0％、「外国人なので入居を
断られた」が34.3％、「「外国人お断り」と書かれた家を見たので、入居をあきらめた」が16.7％であった。

○住居探しで困難であったこと

出典：令和元年度大阪市外国人住民アンケート調査報告書
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○国の取組み

国は外国人のための民間賃貸住宅入居円滑化
ガイドラインや賃貸住宅入居手引き等を作成し、
HPで公表

Osakaあんしん住まい推進協議会（府居住支援
協議会）で、国が公表しているガイドライン等を組み
合わせた印刷物を、市町村、OFIX、協力店等の
関連先に配布している

８

○Osakaあんしん住まい推進協議会
（府居住支援協議会）の取組み



◆各種広報資料の作成・配布

9

（住宅を探している方向けの資料） （相談窓口の担当者の向け資料）

○Osakaあんしん住まい推進協議会（府居住支援協議会）の取組み



◆外国人向けのアドバイス等をホームページにて紹介

Osakaあんしん住まい推進協議会の

相談窓口である大阪府住宅相談室において

・外国人の方からの電話相談があった場合に、

公益財団法人 大阪府国際交流財団

（OFIX）とトリオフォン（三者通話）での

対応ができるように連携

・対面での相談の場合には、ポケトーク

（自動翻訳機）を使用し相談対応できるよう

環境を整備
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○Osakaあんしん住まい推進協議会（府居住支援協議会）の取組み
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補助 居住支援法人（申請者）
（家賃債務保証、家主支援、入居者支援）

【家賃債務保証市場環境整備促進事業のイメージ】

大阪府

契約
（保証料・サービス

料負担）

住宅確保要配慮者の入居を
拒まない住宅（専用住宅）

サービスの提供

賃貸借契約

上限6万円/件

家賃債務保証市場環境整備促進事業

住宅確保要配慮者の入居に対する家主の不安解消や入居者への支援を促進するため、家賃債務保証と併せて、

集金代行や葬儀の実施等の家主支援及び見守り、生活相談等の入居者支援を行う居住支援法人が

低廉化した家賃債務保証料の一部に補助を行う。

入居者の主な要件

①セーフティネット住宅（専用住宅）に入居するもの。

②入居者の所得が、月額１５万８千円を超えないもの。

③入居者が、生活保護法に規定する住宅扶助又は生活困窮者自立支援法に規定する生活困窮者住居確保給付金を

受給していないものであること。

○府の取組み
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【居住支援法人の属性別支援状況】

法人数／60法人（R3年1月末時点）

○どの属性においても、支援できる居住支援法人は一定数確保できている。

方針（案）

・大阪府国際交流財団（OFIX）やOsakaあんしん住まい推進協議会（府居住支援協議会）の
取組み、居住支援法人と連携した家賃債務保証料補助により、外国人の入居を支援するともに、
居住支援体制の充実について、論点３で検討を行う

○居住支援法人の住宅確保要配慮者への対象者別（属性別）の支援状況
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